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　障害保健福祉施策の充実に関する意見書を、別紙のとおり国会及び関係行政庁に提出するものとする。
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障害保健福祉施策の充実に関する意見書

　昨年１０月１２日、厚生労働省より「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」が公表され、それに基づき「障害者自立支援法」が本年２月１０日、今国会に上程された。

　この法案は、平成１５年４月から施行された支援費制度でのサービス利用者の激増により生じた財源不足の解消が、その根幹となっている。

　しかるに、ここに謳われている「応能負担」から「定率負担」への移行は、同一生計者の収入が負担額の基準となるなど、障害当事者・家族の生活を不安定なものとする要因を持っている。

　また、精神障害者の通院医療の一割負担は、当事者とその家族に大きな負担を強いるものとして危惧せざるをえない。

　されに、施策体系の再編では、障害の種別や程度によって類型化が進められており、これまで当事者の生活や就労に向けた諸事業に携わってきた各施設、福祉作業所、グループホームなどにとって、その実態とかけ離れたものとならないように、十分な配慮を講じる必要がある。

　「障害者自立支援法」にかかわる性急な動きは障害当事者とその家族、サービスに携わる事業者及び行政をも混乱させる可能性が高い。

　支援費制度による利用者の拡大と、それに付随して増加したサービス量は、障害当事者の日常生活の充実と社会参加に強く結びついている。

　したがって、「障害者自立支援法」が、サービスの低下を招いてはならない。

　国においては、障害当事者・家族をはじめとする関係団体及び実施主体である各市町村などの現状を把握するとともに、その声に耳を傾けることが必要である。

　よって、政府及び国会は、財源問題にとどまらず、障害当事者一人ひとりにとっての生活の充実と安定の実現に向け、各方面との十分な協議と国会での慎重な審議を行うよう強く要望する。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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